
生活介護に係る報酬・基準について
≪論点等≫

障害福祉サービス等報酬改定検討チーム

第12回（H29.10.18） 資料１



地域や入所施設において、安定した生活を営むため、常時介護等の支援が必要な者
① 障害支援区分が区分３(障害者支援施設等に入所する場合は区分４)以上である者

② 年齢が５０歳以上の場合は、障害支援区分が区分２(障害者支援施設等に入所する場合は区分３)以上である者

○対象者

主として昼間において、入浴、排せつ及び食事等の介護
や、日常生活上の支援、生産活動の機会等の提供

○サービス内容

利用者の障害程度に応じて、相応しいサービスの提供体制が確保さ
れるよう、利用者の平均障害支援区分等に応じた人員配置の基準を
設定

■ サービス管理責任者
■ 生活支援員等 ６：１～３：１

○主な人員配置

○報酬単価（平成27年4月～）

■基本報酬

基本単位数は、事業者ごとに利用者の①利用定員の合計数及び②障害支援区分に応じ所定単位数を算定。

■ 定員２１人以上４０人以下の場合

（区分６） （区分５） （区分４） （区分３） （区分２以下）※未判定の者を含む
1,139単位 851単位 599単位 539単位 491単位

■主な加算

人員配置体制加算（33～265単位）
→直接処遇職員を加配(1.7:1～2.5:1)した
事業所に加算
※ 指定生活介護事業所は区分５・６・準ずる

者が一定の割合を満たす必要

訪問支援特別加算（187～280単位）
→連続した5日間以上利用がない利用者に対し、
居宅を訪問して相談援助等を行った場合
(１月に2回まで加算)

延長支援加算（61～92単位）
→営業時間である８時間を超えてサービス
を提供した場合（通所による利用者に限
る）

○事業所数 9,730（国保連平成29年4月実績） ○利用者数 275,393（国保連平成29年4月実績）

生活介護の概要
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生活介護の現状

【生活介護の現状】

○ 平成28年度の費用額は約6,710億円であり、障害福祉サービス等全体の総費用額の約30.7％を

占めている。

○ 総費用額、利用者数及び事業所数については、毎年度増加している。

※出典：国保連データ
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関係団体ヒアリングにおける主な意見①
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No 意見等の内容 団体名

1 ○看護職員を２人以上、３人以上と配置している場合には、その実態に応じて、更なる加算による評価をお願いしたい。
全国身体障害者施設協議会 他
（同旨：全国重症心身障害日中活動支援協議会）

2

○現行の人員配置体制加算では、直接処遇職員の数（常勤換算）が、(Ⅰ)利用者数を1.7で除した数以上、(Ⅱ)２で除した数以上、
(Ⅲ)2.5で除した数以上配置されている場合に加算されるが、利用者の安全・安心な生活を保障するため、従来の区分に加え、新たに直
接処遇職員の数が利用者数を1.7で除した数を超える人員を配置した場合の区分の新設や、通院対応を評価する加算等の新設をお願いし
たい。また、その際に現行の報酬の水準を確保いただきたい。

全国身体障害者施設協議会 他
（同旨：日本知的障害者福祉協会、全国地域生活支援ネット
ワーク、全国重症心身障害日中活動支援協議会）

3

○生活介護事業所であっても、実際の利用者の状態像が「療養介護事業」の対象となる場合などは、柔軟に支給決定日数を「最大１ヵ
月の日数」とし、必要な体制を確保できるようにすることを検討していただきたい。
○あわせて、障害者支援施設が行う生活介護事業の土日の開所にかかる費用については、施設入所支援の報酬に含まれているとの説明
もあったが、実態に見合った報酬単価であるかを検証いただきたい。

全国身体障害者施設協議会
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○報酬改定検討チーム第1回資料によれば、生活介護の区分４以上の者は増加傾向にあることから、重度障害者を支える生活介護のニー
ズはますます高まっているが、生活介護事業は、平成24年・27年の報酬改定において基本報酬が下げられ、また、人員配置体制加算も
減額されている。常時介護を要する重度の障害者の日中活動を支える生活介護事業の質が低下することがないよう、現行報酬水準を維
持するとともに、更なる対応が必要である。

日本知的障害者福祉協会

5
○生活介護事業は、日常生活支援・社会参加支援・医療的ケア・運動支援・機能訓練・生活訓練・創作活動・余暇活動・生産活動など、
個別支援計画に基づき利用者のニーズに応じた多様な支援を総合的に提供しているため、支援内容やプログラムによって評価に差を設
けることは困難であると考える。

6 ○生活介護はより重度の人が使えるような報酬の適正化をすべき。 DPI日本会議

7
○ 生活介護の利用対象者の見直しと、提供しているサービスの内容に基づく報酬の再編を行うべき。
（１） 生活介護の対象者を常時介護が必要な者（原則として区分４以上）とするなどの見直し
（２） 包括的、一律的な報酬から、提供するサービス内容（送迎、医療的ケア、訓練、入浴等）を評価した報酬

全国重症心身障害日中活動支援協議会

8
○同じ障害支援区分６であっても、全身性障がいを有する重症児者のケアにはより手厚い人員配置が必要である。現行の1.7対１を超え
る1.4対１の人員基準を新設すべき。

9
○超重症児等への医療的ケアには現行基準を大幅に超える手厚い看護配置が必要である。医療的ケア児者の受け入れを促進するために、
必要な医療的ケアに応じて、医療的ケア児者加算、準超重症児者加算、超重症児者加算を新設するべき。

10
○超重症児者等の医療的ケアに対応するために人員基準を上回って看護職員を加配している現状を踏まえ、利用者と看護職員の配置比
率（7.5対１、５対１、３対１）に応じた加算を新設すべき。

11
○重症児者はリハビリテーションの重要性及びニーズが高いが、リハビリテーション加算の報酬が低く算定事業所が少ない。専門的な
リハビリテーションに対する評価を充実すべき。

12
○日々の体調の変化や長期入院等による重症児者特有の欠席に対応した措置
重症児者の平均出席率は７０％前後であり、欠席対応加算が必要である（小規模事業所ほど、影響大で、廃業の危険性大）。



関係団体ヒアリングにおける主な意見②
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No 意見等の内容 団体名

13 ○小規模事業所でも生活介護を実施できるよう、定員の特例や医療的ケア者受入れ加算を創設すべき。 日本医師会

14
○障害福祉利用額のもっとも多い生活介護については、報酬の減額等の適正化必要である。
○適正化するにあたっては、支援区分や事業規模を考慮することが必要であり、適正化の一方、例えば小規模で強度行動障害者等の重
度障害者を中心に支援している事業所は評価されるべき。

全国地域生活支援ネットワーク
15 ○強度行動障害者に対する適切な支援を推進するため、強度行動障害者支援者養成研修を受講した場合の加算を新設すべき。

16 ○小規模の生活介護事業等が新設が推進されるよう、前年度の利用定員９０％想定の人員配置について見直しを求める。



生活介護に係る報酬・基準について

論点１ 常勤看護職員等配置加算の拡充

論点２ 開所時間減算の取扱い

生活介護に係る論点
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現状・課題

○ 平成27年度報酬改定において、常勤看護職員等配置加算が新設されたが、同加算の要件は「常勤換算１名以上」のみであ
り、何人配置していても同じ評価である。
（加算の単位数）
・ 利用定員２０人以下 ２８単位／日 ・ 利用定員２１人以上４０人以下 １９単位／日
・ 利用定員４１人以上６０人以下 １１単位／日 ・ 利用定員６１人以上８０人以下 ８単位／日
・ 利用定員８１人以上 ６単位／日

○ 生活介護事業所（全体）については、看護職員の常勤換算職員数は、１．０人以上１．５人未満の事業所が３５．８％と最も多
い。また、それよりも手厚い配置では２．０人以上２．５人未満の事業所が１１．１％となっている。

○ また、利用者の重度化・高齢化が進んでおり、また、医療的ケアが必要な利用者が増えていることから、医療的ケアが提供で
きる看護職員の必要性は増している。

○ 関係団体からは、「多くの医療的ケアを必要とする利用者に質の高いケアを提供することが求められており、看護職員を複数
配置することが必要な実態にあることから、看護職員を２人以上、３人以上と配置している場合には、その実態に応じて、更な
る加算による評価をお願いしたい。」との要望を受けている。

【論点１】常勤看護職員等配置加算の拡充

○ 多くの医療的ケアを必要とする利用者に質の高いケアを提供することが求められ、看護職員を複数配置しなければならない
状況や、医療的ケア提供体制の充実を図る観点から、看護職員の配置状況等の実態を踏まえ、現行の加算の区分を追加し、
更なる評価を行うことにしてはどうか。

○ 常勤看護職員等配置加算について、生活介護における人員配置にかかる費用の実態等を踏まえつつ、医療的ケアが必要な
障害者を一定以上受け入れる場合、新たに配置基準２人以上の区分を設けてはどうか。

論 点
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事業所で対応している医療的ケア

○ 事業所で対応している医療的ケアについては、事業所形態全体では、「服薬管理（薬の区分け・与薬の準備、配布を含む（※
麻薬の管理を除く））」が73.2%、「浣腸」が39.4%、「創傷処置」が37.1%、「摘便」が29.6%となっている。

（出典：平成２７年度障害福祉サービス等報酬改定検証調査（平成２８年度調査）「生活介護における支援に関する調査」）



（事業所）

平成28年9月 平成27年9月 平成27年3月

全体
障害者支援
施設

生活介護
事業所
（通所型）

全体
障害者支援
施設

生活介護
事業所
（通所型）

全体
障害者支援
施設

生活介護
事業所
（通所型）

事業所
数

割合
事業所
数

割合
事業所
数

割合
事業所
数

割合
事業所
数

割合
事業所
数

割合
事業所
数

割合
事業所
数

割合
事業所
数

割合

0.5人未満 333 24.1% 19 2.8% 312 44.5% 350 25.3% 32 4.7% 316 45.1% 352 25.4% 35 5.1% 315 44.9%

0.5人以上1.0人未満 134 9.7% 36 5.3% 98 14.0% 143 10.3% 39 5.7% 104 14.8% 142 10.3% 38 5.6% 104 14.8%

1.0人以上1.5人未満 495 35.8% 301 44.3% 193 27.5% 500 36.1% 310 45.6% 189 27.0% 508 36.7% 317 46.6% 190 27.1%

1.5人以上2.0人未満 88 6.4% 60 8.8% 28 4.0% 81 5.9% 58 8.5% 23 3.3% 81 5.9% 55 8.1% 26 3.7%

2.0人以上2.5人未満 154 11.1% 118 17.4% 36 5.1% 155 11.2% 112 16.5% 43 6.1% 142 10.3% 105 15.4% 37 5.3%

2.5人以上3.0人未満 30 2.2% 21 3.1% 9 1.3% 24 1.7% 20 2.9% 4 0.6% 31 2.2% 24 3.5% 7 1.0%

3.0人以上3.5人未満 58 4.2% 45 6.6% 13 1.9% 49 3.5% 38 5.6% 11 1.6% 46 3.3% 36 5.3% 10 1.4%

3.5人以上4.0人未満 19 1.4% 14 2.1% 5 0.7% 14 1.0% 11 1.6% 3 0.4% 13 0.9% 10 1.5% 3 0.4%

4.0人以上4.5人未満 27 2.0% 23 3.4% 4 0.6% 20 1.4% 15 2.2% 5 0.7% 20 1.4% 17 2.5% 3 0.4%

4.5人以上5.0人未満 12 0.9% 11 1.6% 1 0.1% 13 0.9% 13 1.9% 0 0.0% 12 0.9% 10 1.5% 2 0.3%

5.0人以上5.5人未満 8 0.6% 8 1.2% 0 0.0% 10 0.7% 9 1.3% 1 0.1% 8 0.6% 8 1.2% 0 0.0%

5.5人以上6.0人未満 5 0.4% 4 0.6% 1 0.1% 7 0.5% 6 0.9% 1 0.1% 6 0.4% 6 0.9% 0 0.0%

6.0人以上6.5人未満 7 0.5% 7 1.0% 0 0.0% 3 0.2% 3 0.4% 0 0.0% 4 0.3% 4 0.6% 0 0.0%

6.5人以上7.0人未満 3 0.2% 3 0.4% 0 0.0% 3 0.2% 3 0.4% 0 0.0% 1 0.1% 1 0.1% 0 0.0%

7.0人以上7.5人未満 2 0.1% 2 0.3% 0 0.0% 2 0.1% 2 0.3% 0 0.0% 3 0.2% 3 0.4% 0 0.0%

7.5人以上8.0人未満 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.1% 1 0.1% 0 0.0% 3 0.2% 3 0.4% 0 0.0%

8.0人以上 9 0.7% 8 1.2% 1 0.1% 9 0.7% 8 1.2% 1 0.1% 12 0.9% 8 1.2% 4 0.6%

合計 1,384 － 680 － 701 － 1,384 － 680 － 701 － 1,384 － 680 － 701 －

看護職員の常勤換算職員数（分布）【表】

○ 職員数のうち、看護職員の常勤換算職員数の分布は以下のとおりとなっている。事業所形態全体では、1.0人以上1.5人未満
の事業所が35.8%と最も多い。また、それよりも手厚い配置では2.0人以上2.5人未満の事業所が11.1%となっている。

（出典：平成２７年度障害福祉サービス等報酬改定検証調査（平成２８年度調査）「生活介護における支援に関する調査」） 8
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看護職員の常勤換算職員数（分布）【グラフ】

○ 職員数のうち、看護職員の常勤換算職員数の分布は以下のとおりとなっている。事業所形態全体では、1.0人以上1.5人未満
の事業所が35.8%と最も多い。また、それよりも手厚い配置では2.0人以上2.5人未満の事業所が11.1%となっている。

（出典：平成２７年度障害福祉サービス等報酬改定検証調査（平成２８年度調査）「生活介護における支援に関する調査」）
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＜看護職員（保健師・看護師・准看護師）の常勤換算後の人数の分布＞

（出典：全国身体障害者施設協議会「平成28年度会員施設基礎調査」）

看護職員の常勤換算職員数（分布）
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施設入所支援の利用者数の推移（障害支援区分別）

○ 障害支援区分別の利用者数について、28年３月時点の利用者数を25年３月時点の利用者数と比較すると、区分１については
57.6％減少、区分２については45.9％減少、区分３については35.4％減少、区分４については19.7％減少、区分５については
1.5％減少、区分６については22.6％増加している。

○ 障害種別でみると、28年３月時点の利用者数を26年３月時点の利用者数と比較すると、区分６については、身体障害者は
9.1％増加、知的障害者は21.3％増加、精神障害者は69.4％増加している。

（出典：国保連データ）

630 527 369 267 
3,328 2,953 2,217 1,802 13,179 12,138 10,030 8,513 

28,568 27,181 25,013 22,942 

37,339 37,110 37,069 36,782 

49,654 52,105 57,158 60,864 

0
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40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

H25.3 H26.3 H27.3 H28.3

全体

132,698 132,014 131,170131,856

300 210 153 

1,378 1,126 926 4,205 3,845 3,473 

5,890 5,702 5,314 

9,225 9,083 8,919 

19,609 20,671 21,399 

0
5,000

10,000
15,000
20,000
25,000
30,000
35,000
40,000
45,000

H26.3 H27.3 H28.3

身体

40,607 40,637 40,184

195 133 93 
1,505 1,008 775 7,687 5,932 4,794 

21,074 19,030 17,262 

27,752 27,797 27,589 

32,392 36,355 39,286 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

H26.3 H27.3 H28.3

知的

90,605 90,255 89,799

32 26 20 70 81 99 
240 249 241 

213 276 359 
130 

186 
270 

98 
125 

166 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

H26.3 H27.3 H28.3
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793
943

1,155

■区分6
■区分5
■区分4
■区分3
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■区分1

単位：人

社保審－障害者部会

第83回
（H29.1.6）

参考資料３
（抜粋）



施設入所支援の利用者数の推移（年齢階級別）

○ 年齢階級別の利用者数について、28年３月時点の利用者数を25年３月時点の利用者数と比較すると、
18歳未満については11.3％減少、18歳以上20歳未満については1.6％減少、20歳以上30歳未満について
は15.5％減少、30歳以上40歳未満については22.1％減少、40歳以上50歳未満については4.1％増加、
50歳以上60歳未満については0.2％減少、60歳以上65歳未満については9.8％減少、65歳以上について
は19.7％増加している。

（出典：国保連データ）

124 129 130 110 

978 935 958 962 10,791 10,255 9,569 9,115 

23,079 21,011 19,385 17,987 

30,606 31,174 31,698 31,862 

28,594 28,156 28,372 28,525 

16,812 16,253 15,645 15,169 

23,263 24,864 26,539 27,835 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

H25.3 H26.3 H27.3 H28.3

全体

６５歳以上

６０歳以上

６５歳未満

５０歳以上

６０歳未満

４０歳以上

５０歳未満

３０歳以上

４０歳未満

２０歳以上

３０歳未満

１８歳以上

２０歳未満

１８歳未満

134,247 132,777 132,296 131,565

（人）

社保審－障害者部会

第83回
（H29.1.6）

参考資料３
（抜粋）
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現状・課題

○ 財務省の平成28年度予算執行調査（生活介護）の調査結果において、「短時間利用の実態を踏まえ、開所時間減算の在り
方等について、利用時間も勘案して見直すべきではないか。特に、通所サービス利用者は、６時間以下の利用が約半数となっ
ていることから、利用実態に合わせた見直しを行うべきではないか。」とされている。
（減算の概要）
運営規程に定められている営業時間（送迎のみを行う時間は含まない）が６時間未満の場合
・ 開所時間４時間未満 基本単位数の７０％を算定
・ 開所時間４時間以上６時間未満 基本単位数の８５％を算定

○ 「平成２７年度障害福祉サービス等報酬改定検証調査（平成２８年度調査）」の調査結果では、利用時間別実利用者数は、障
害者支援施設では「８時間以上」、生活介護事業所（通所型）では「６～７時間」の利用者が最も多くなっている。一方、６時間未
満の利用者は、障害者支援施設、生活介護事業所（通所型）のいずれにおいても、それらと比較して少数となっている。

○ 利用時間の実態を踏まえ、開所時間の在り方等について、検討を行うことにしてはどうか。

○ 極端な開所時間の実態を踏まえ、現行の当該減算の減算幅を見直すことにしてはどうか。

○ 具体的には、開所時間４時間未満については、基本単位数の５０％を算定（現行は７０％）、
開所時間４時間以上６時間未満については、基本単位数の７０％を算定することにしてはどうか（現行は８５％）。
また、利用時間が５時間未満（送迎のみを行う時間は含まない）の利用者が事業所の全利用者の一定以上の場合、基本単
位数の７０％を算定することにしてはどうか。

論 点

【論点２】開所時間減算の取扱い
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利用時間別実利用者数
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（人）

全体[N=1,287] 障害者支援施設
[N=632]

生活介護事業所
（通所型）

[N=652]

平均（時間/人） 6.7 7.3 6.2

○ 平成28年9月における、1日平均利用時間別の実利用者数を聞いたところ、事業所形態全体では、1事業所あたりの平均で、「8時間以上」の利用
者が最も多く、平均12.2人、次いで「6～7時間」の利用者が平均11.2人となっている。事業所形態別で見ると、障害者支援施設では「8時間以上」の
利用者が多く、生活介護事業所（通所型）では「6～7時間」の利用者が多くなっている。【図１】

○ 運営規程の主たる対象の障害種別で、1日平均利用時間別の実利用者数を見ると、身体障害を対象としている事業所では「8時間以上」の利用
者、知的障害を対象としている事業所では「6～7時間」と「8時間以上」の利用者が最も多くなっている。【図２】

○ 利用者1人あたりの1日平均利用時間については、事業所形態全体では、平均で6.7時間となっている。【表１】

図１ 利用時間別実利用者数（事業形態別） 図２ 利用時間別実利用者数（主たる対象の障害種別）

表１ 利用者１人あたりの１日平均利用時間

（出典：平成２７年度障害福祉サービス等報酬改定検証調査（平成２８年度調査）「生活介護における支援に関する調査」） 14



財務省 平成28年度予算執行調査（生活介護）の調査結果①
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財務省 平成28年度予算執行調査（生活介護）の調査結果②

16



財務省 平成28年度予算執行調査（生活介護）の調査結果③
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